平成２２年度

第２回神奈川地方労働審議会

議事録

（平成２３年３月７日）
神奈川労働局総務部企画室

平成２２年度第２回神奈川地方労働審議会

１　日　時

平成２３年３月７日（月）午後２時～午後４時

２　場　所

ナビオス横浜「カナール」（横浜市中区新港２－１－１）

３　出席者

【委員】

公益代表：柴田委員、小林委員、中村委員、松本委員、浅海委員

労働者代表：柏木委員、林委員、五十嵐委員、佐々木委員、髙橋委員

使用者代表：埜瀬委員、髙木委員、阿部委員、小澤委員

【事務局】

及川局長、西井総務部長、小林労働基準部長、松瀬職業安定部長、大西雇用均等室長ほか

４　議　題

　（１）部会委員等の指名及び同意

　

（２）平成２３年度神奈川労働局行政運営方針（案）について

　

（３）平成２３年度神奈川雇用施策等実施方針（案）について

　

（４）部会報告

　

（５）各部・室からの報告

　

（６）質疑・意見交換

５　議　事

○黒沢補佐
　それでは、定刻となりましたので、ただいまより「平成22年度第2回神奈川地方労働審議会」を開催いたします。

　まず最初に、事務局より、本日の各委員の出席状況について御報告いたします。

○岩下室長
　事務局より御報告いたします。
　現在、公益代表委員が５名、労働者代表委員が５名、使用者代表委員が４名、合計14名の委員が御出席いただいております。したがいまして、委員総数18名のうち３分の２以上の御出席をいただいておりますので、地方労働審議会令第８条の規定により、本日の会議の開催及び議決とともに有効であることを御報告申し上げます。
○黒沢補佐
　本審議会は、神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づき、原則として公開となっております。発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていただくことになっておりますので、御了解願います。

　また、議事録作成のために、御発言の際はマイクの使用をお願いいたします。

　議事に入ります前に、事務局から資料の説明をさせていただきます。

　本日の資料につきましては、机の上に配付させていただきました次第の下にファイルとなっております。まず、事務局で９部、総務部で１部、労働基準部で９部、職業安定部で１部、雇用均等室で６部という形で綴らせていただいております。

　では、主催者を代表いたしまして、及川局長よりごあいさつ申し上げます。

○及川局長　
神奈川労働局長の及川でございます。

　委員の皆様には、本日は大変お忙しい中を地方労働審議会に御出席いただきまして、ありがとうございます。また、日ごろから労働局の行政運営に大変御理解、御協力をいただいておりまして、この場をおかりして厚く御礼を申し上げます。ありがとうございます。

　最近の状況でございますが、足元の経済状況、いろいろ厳しい中に、少し明るい動きもあるのかなというような感じの状況も少しあるように感じておりますけれども、雇用情勢につきましては、全国的には少し改善の動きが出てきているというふうなことであります。

　神奈川におきましても、リーマンショック以降の厳しい状況の中で、有効求人倍率、一昨年、21年の12月が0.36倍ということで直近のボトムでしたけれども、少しずつ上向きになって、直近の今年１月の有効求人倍率が0.44倍というところまで回復していますけれども、全般的に求人の回復の動きが全国に比べて弱いということで、有効求人倍率という指標で見る限りでは、全国の中でも雇用状況が厳しいという状況がございます。
　求職者につきましても、事業主都合離職者、リストラ離職者、あるいは雇用保険受給者といった観点からは大分落ち着いてきていて安定してきておりますけれども、求職者の中で在職者の方々の求職活動、あるいは若年者の方々、あるいは特に女性の方々も含めた無業者の方々の求職活動といったものも比較的活発ですので、求職者がなかなか大きく減るという状況にはない中で、求人の回復が余り強くないということで、特にリーマンショック以前と比べてみますと、製造業の求人が半減以下に減っているということ、建設業がそれ以上に減っている。唯一医療福祉の分野で求人が増えているけれども、なかなか充足率が高くないといったような状況もございまして、そういった構造の中での問題といったものもあるということで、雇用対策、マッチング対策、求人確保対策を含めてしっかりやっていかなければと思っているところでございます。

　そういった中で、国の動きとしましては、昨年９月に閣議決定された、いわゆる新経済成長戦略を加速するための３段構えの経済対策ということで、予備費、補正予算、本予算ということで、３段階の雇用対策ということでやってきているわけでございまして、特にその中で、新卒者の雇用対策ということが最重点課題ということで、当神奈川におきましても、関係者、経済団体の方々等にも入っていただきまして、新卒就職応援本部ということで、関係者が力を合わせて取り組んでいくという体制をつくりまして、横浜、川崎の新卒応援ハローワーク等を中心にして、また、大学、高校とも連携を図りながらしっかりやっているという状況であります。
　特にこの間、先ほど申し上げた追加対策という中で、奨励金ということで、３年以内既卒者のトライアル雇用奨励金、あるいは採用拡大奨励金といったこと、要件緩和も含めて、そういったことを活用しながら求人を確保、開拓していくということ、就職面接会等で実際に企業と学生・生徒さんが接触する場をつくっていく、そういった取組みを実施してきているという状況であります。

　現在、卒業前の最後の就職支援ということで、３月末を一つの節目にして、一人でも多くの方々が就職できるようにという対策に全力を尽くしているという状況でございます。

　また、国の政策の動向について若干だけ申し上げますと、現在の通常国会には、労働関係の法案としましては、前国会からの引き続きとして、労働者派遣法、雇用能力開発機構を廃止して、その業務を再編するといったような法案、新たに求職者支援法ということで、これは、現在、基金で行っている緊急人材育成支援事業を恒久措置化するという法案でして、雇用保険を受給できない求職者に対するセーフティネットという位置付けで、一定の要件に該当する方々に、訓練受講中の生活を支援するための給付を支給しながら、訓練を実施して雇用につなげる、いわゆる第２のセーフティネット施策と言われているものであります。

　それから、雇用保険法についても改正法案が提出されておりまして、基本手当の下限額の引上げ、また、早期に再就職した場合に支給される再就職手当の給付割合の引上げといったような内容が盛り込まれているというものであります。

　こういった法案につきまして、国会状況、なかなかいろいろなことがございますけれども、成立に向けて、厚生労働省としてしっかり対応していくという状況であります。

　また、国会状況の中で先行きがまだはっきりしておりませんけれども、労働安全衛生対策の分野では、メンタルヘルス対策の推進と、いわゆる受動喫煙防止対策といった観点を盛り込んだ労働安全衛生法について、改正も含めた検討をぎりぎりまで進めている状況というふうに承知しております。
　本日のこの審議会におきましては、来年度の当神奈川労働局の行政運営方針につきまして、現在の段階での案文を御報告させていただくということで、その点が今日の中心ということでございます。

　お配りしてございます資料、大変文字がいっぱい書いてある資料を提出しておりまして、文字がいっぱいある資料をお配りするのは大変申しわけないと思っているんですけれども、一字一句がどうこうということよりも、今日は、その案文の中には、基本的には、当労働局が来年度実施する施策が基本的には網羅されているということでございますので、日ごろから委員の皆様が労働局の行政運営に関しまして持っておられる問題意識につきまして、今日はどういった切り口からでも是非忌憚のない御意見なり御質問をいただくことにしたいと思っております。
　そういった中から、今日お答えできることはお答えし、お答えできないこと、あるいは今後に向けての課題につきましては、できるだけの対応をしていくということで、行政運営方針に反映できる部分は反映して、また、当局の行政運営に反映できる部分については反映していく、そういった観点から、是非忌憚のない御意見、御質問等を賜りたいという趣旨で今日は開催させていただいておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

　長くなってはいけないんですけれども、労働局を取り巻く環境は、いろいろ大きな変化をしてきている中で、労働局の行政運営を行っていく上で、基本姿勢として４点くらい簡単に申し上げますと、国の全国一体運営の行政としての機能をしっかり発揮していきたいというのが１点目でございます。国の労働行政、政策の企画・立案・実施、一体的に実施していく中で、全国的なセーフティネットとしての位置付けを持っていると考えておりまして、そういったセーフティネット機能をしっかり発揮していくことができるように、行政の全国斉一性、それから、積極的労働市場政策といいますか、施策の全体的な関連性を確保しながら、また、機動的に広域的な対応をしっかりやっていきたいということでございます。
　２点目は、総合行政としての労働局の行政の機能をしっかり発揮していきたいということで、我々の組織のサイドから申しますと、行政分野、いわゆる労働基準、職業安定、雇用均等というふうに３つの分野に組織的にはできているわけですけれども、ただ、これらの施策は相互的に関連付けられているということでありますし、施策の受け手であります企業、職場におきましては、こういったことを一体的に関連しているということでもありますので、労働局として行政運営していく上で、総合的に広報していくといった点も含めて、こういった総合的な対応をしていきたいということであります。

　１つだけ、今期におけるキャンペーン的な取組みとしまして御紹介しますと、いわゆる次世代育成対策支援法ということで、一般事業主行動計画の策定が今年の４月からは101人から300人以上に義務化が拡大されます。これは、少子化、人口減少社会の中で次の世代を育成するという社会全体の課題ということで、その中で企業も労使を含めて取り組んでいくという位置付けにしております。県内約1,600事業所がこの行動計画策定届出の対象となっておりまして、これらは特定されている事業所ですので、局の総力を上げて、また関係団体等の方々とも連携協力して届出の促進を進めようということでやってきています。現在までのところ、全国平均を上回る勢いで届出が増えておりまして、何とか年度末までに50％を超えるくらいまでいきたいなと思っております。そういったことで理解を求めている状況でございます。
　３点目に、やはり何といっても労働局の行政は地域密着、地域に関連した行政ということで、地域での関係者との共同ということで、この点につきましては、特に神奈川県、横浜市をはじめとする各市、そういう自治体と協働して、地域の利用者の立場に立った協働という視点でしっかり進めていきたいということです。今日の資料の中、あるいは説明の中にも入っておりますけれども、神奈川県との間では、雇用施策等実施方針ということで、これは仕組みとしましては、雇用対策はまさに地域密着でやっていく必要があるということで、労働局の行政運営については、雇用対策法の仕組みの中で、毎年度、県知事の意見を聞きながら、地域の雇用方針を決めるという仕組みが法令上ございますけれども、当神奈川県におきましては、22年度から神奈川県と神奈川労働局が雇用施策等実施方針という形で、狭い意味での雇用施策に限らず、労働施策全般について協働して実施していく内容を共同策定するということで実施してきております。23年度に向けては、これをさらに深堀りして、地域の利用者の立場で協働を深めるという観点で進めていきたいと考えています。また、横浜市との間では、雇用対策協定を１月１日に結んでおり、新年度から運営協議会的な取組みで、利用者の立場に立った改善を図っていくということにしているという状況でございます。

　また、４点目としましては、やはりこういった労働施策につきまして、利用者の立場に立った広報をしっかり進めていきたいということで、厚生労働省におきましては現在、特に人事労務に携わる方々に向けたメールマガジンを普及しております。当労働局におきましても、このメールマガジンの普及を進めておりますし、神奈川労働局独自にも、そういった広報の観点から、局の施策について、ホームページだけでなくて、局独自のメールマガジンといったものについても、新年度に向けて取り組んでいきたいと考えている状況でございます。

　話が長くなってはいけませんので、冒頭、基本的な姿勢等について申し上げて、ごあいさつといたします。どうぞよろしくお願いします。

○黒沢補佐
ありがとうございました。
　それでは、以降の議事進行につきましては、柴田会長にお願いいたします。会長、よろしくお願いいたします。

○柴田会長
　それでは、早速、次第に従いまして議事を進めさせていただきます。

　まず、議題（１）でございますけれども、部会委員等の指名及び同意ということでございます。

　それでは、まず、資料説明で委員名簿がございますので、これにつきまして、事務局、よろしくお願いいたします。

○岩下室長
　それでは、ご説明申し上げます。

　本審議会には、特別な事項を調査審議するための労働災害防止部会、家内労働部会及び港湾労働部会の３つの部会が設置されております。各部会の委員につきましては、本審委員のほかに臨時委員及び専門委員を任命することとされており、地方労働審議会令の第６条第２項により、会長が各部会委員を御指名いただくこととなっております。また、専門委員につきましては、同審議会令第３条第４項により、審議会の同意を得て局長が任命させていただくこととなっております。

　今年度、港湾労働部会の臨時委員でありました奥田正信様と新田勝正様が御退任されており、後任として既に神奈川労働局長から柏木公廣様と中村直樹様を任命させていただいております。本日、会長から港湾労働部会委員に御指名いただくことを考えております。

　また、港湾労働部会専門委員であった川口正敏様が御退任されており、後任として金井良樹様を考えておりますが、本日の審議で皆様の御同意をいただき、本日付けで任命いたしたいと考えております。どうぞよろしくお願い申し上げます。

○柴田会長
ありがとうございました。
　ただいま御説明をいただきましたように、このルールに従いまして、まず最初の港湾労働部会の２名の臨時委員、これにつきましては私の方から指名ということでございますので、もう既に任命が済んでおります。したがいまして、会長という立場で了解いたしたいと存じます。

　次に、専門委員につきましては、今、御説明いただきましたように、皆様方の同意を得るということになっておりますので、これにつきまして、皆様方の同意をいただくことになります。いかがですか。よろしゅうございましょうか。

（「異議なし」と声あり）
○柴田会長
　ありがとうございました。それでは、異議なしということで、本審議会といたしましては、本日付けでこの１名の方を専門委員として任命するということに同意いたしたいと思います。

　それでは、名簿はもうできているのでしょうか。

（名簿を配布）

名簿が配られたようでございますので、それでは、この名簿に従って今後は実行していただくということで、このテーマに関しましてはこれでおしまいにいたしたいと思います。

　それでは、次の議題の（２）でございます。平成23年度神奈川労働局行政運営方針ということにつきまして、先ほど局長からも御説明もいただきましたけれども、改めまして、西井総務部長の方から御報告をお願いしたいと存じます。よろしくお願いします。

○西井総務部長　
総務部長の西井でございます。

　それでは、私から平成23年度神奈川労働局行政運営方針（案）につきまして、簡潔に御説明させていただきます。座って説明させていただきます。

　資料、事務局－８でございます。

　１枚おめくりいただきますと、目次となってございます。目次に沿いまして、概略、簡潔に御説明させていただきたいと思います。

　この運営方針（案）の構成につきましては、第１に「神奈川の労働行政を取り巻く情勢」を、そして第２に「神奈川におけます労働行政の現状と課題」として２点、「厳しい経済環境下における雇用・生活の安定の確保」と「安心して働くことのできる環境整備」についての構成となっております。

　次の第３でございますが、「行政の展開に当たっての基本的対応」としておるところでございます。国の労働施策を実施する第一線の総合労働行政機関として、全国的な観点、そして動向を踏まえたセーフティネットとしての役割、機能を果たしていくということでございます。
　そして、地域におけます行政ニーズ等を把握し、適切に対応するため、神奈川県各市町村、神奈川県経営者協会、連合神奈川など、地方公共団体、労使団体、関係団体との緊密な連携を図りまして、地域に密着した行政を展開し、県民、国民の付託に答えていくということが基本姿勢でございます。

　目次４ページでございますが、第４といたしまして平成23年度の重点施策を掲げてございます。

　１つ目、１が「総合労働行政機関として推進する重点施策」でございます。特に、昨年９月の閣議決定、「新成長戦略に向けた３段構えの経済対策」で重点課題とされました新卒者雇用に対する緊急対策を機動的に取り組むこととし、「神奈川新卒者就職応援本部」を中心として、関係機関が協力し、積極的な求人開拓に取り組んでまいります。

　また、神奈川緊急雇用対策本部の取組みといたしまして、23年度も引き続き効果的な緊急雇用対策の取組みを推進していくこととしております。

　このほか、全体を通じてでございますが、労働基準、職業安定、雇用均等の３行政の連携はもとより、関係機関との連携を一層密にいたしまして、労働条件の確保、雇用の安定、子育て支援策、次世代育成支援対策を推進してまいります。
　目次の５ページでございますが、２「労働基準行政の重点施策」でございます。各種対策がいろいろ記載されているところでございますが、包括的に説明させていただきます。大きくは３点ということでございます。
　１点は、雇用情勢及び労働者の雇用・就労形態に対応した法定労働条件の履行確保ということでございます。私どもの労働基準監督署等々で受けました申告受理件数は、年間2,500件ほどで高止まりしているという状況でございます。相変わらず賃金不払いや解雇等の労働条件上の問題が多いということでございます。これらのことから、法定労働条件の履行確保と、申告事案につきましては、その早期解決を図っていくということでございます。
　また、神奈川県最低賃金につきましては、厳しい経済情勢の中、生活保護水準との整合性をとるため、大幅な引上げということになってございます。しかしながら、いまだ乖離額が18円ということでございまして、来年度におきましても適正な改正を行い、その履行確保を図っていくということでございます。さらに賃金引上げに向けた中小企業からの相談対応窓口を設置するなど、円滑な実施ということを考えてございます。

　次、２点目でございますが、長時間労働の抑制、過重労働による健康障害防止及び賃金不払残業の防止という大きな項目という形になってございます。
　この内容につきましては、まず、１つ目が、長時間にわたる時間外労働の実効ある抑制を図るため、労使当事者が時間外労働協定を適正に締結するよう周知徹底を図るということでございます。

　２つ目に、過重労働による健康障害を防止するため、医師による面接指導制度をはじめとする対策の周知ということとともに、地域産業保健センターの利用勧奨を行うこととしてございます。
　３つ目でございますが、労働時間管理の適正化及び賃金不払残業の防止に関する労使の自主的な取組みを促すとともに、情報が寄せられた場合には、迅速かつ優先的に監督指導を実施していくということでございます。

　次に、大きな３点目になりますが、管内の労働災害の発生状況等に応じた災害防止ということでございます。
　平成22年の労働災害による死傷者数は前年より増加していますが、第11次労働災害防止計画の基準年でございます平成19年と比べると、約６％の減ということとなってございます。本計画におきましては、平成24年における死傷者数の平成19年の15％減を目標としているところでございます。このため、労働災害多発業種に対する監督指導等の強化ということとともに、企業の自主的安全衛生管理水準を向上させ、事業場内の危険要因を減少させるために、リスクアセスメント実施事業場の増加を図っていくということでございます。
　これら３点以外につきましては、５ページの下の方に書いてございますが、職場におけるメンタルヘルス対策として、体制づくり等の事業者への指導、また、定期健康診断の有所見率の改善に向けた取組みの促進、石綿による健康障害防止対策、職業性疾病防止対策等の徹底を図っていくということとしております。

　そして、６ページでございます。６ページのケのところでございますが、職場における受動喫煙防止対策につきまして、事業者に対して国が行う技術的・財政的支援の活用を勧奨させていただくということと、その対策の必要性につきまして周知を行ってまいるということでございます。
　次、６ページ、（５）のイでございますが、労災保険についてでございます。
　新規受給者数は減少しているという状況でございますが、脳・心臓疾患の請求は高止まりの状況でございます。精神障害等につきましては、増加が続いておるということでございます。引き続きまして、迅速、適正な処理を進めていくということとしております。
　次にウのところでございますが、石綿救済法による特別遺族給付金につきましては、その請求期限である平成24年３月27日まであと１年と迫っているということでございますので、その周知徹底を図ってまいるということでございます。

　目次では６ページの中段でございます。３点目でございますが、「職業安定行政の重点施策」でございます。若者、女性、高齢者、障害者などへの就労支援を行い、だれもが出番と居場所のある全員参加型社会の実現と非正規労働者に対するセーフティネットの強化などにより、失職しても再就職しやすいトランポリン型社会の構築を推進いたします。

　（２）のところでございますが、ハローワークを拠点とした積極的就労・生活支援対策が掲げてございます。

　そこのア、イでございますが、先ほど局長から説明がありましたが、雇用保険を受給できない者に対する新たなセーフティネットとしての無料の職業訓練と訓練期間中の生活支援のための給付を行う求職者支援制度創設のための法案が出ているということと、また、雇用保険制度の機能強化として、基本手当の算定基礎となります賃金日額の上下限額の引上げ、再就職手当の給付率の引上げ等を内容とする雇用保険法の改正法案が国会に出ているということでございまして、いずにいたしましても、成立した際には、周知・広報を含め、円滑な施行を行っていくこととしております。

　次でございますが、（２）のエでございますが、自治体とハローワークの協定に基づく就労・生活支援でございます。生活保護と住宅手当の受給者等の就労による自立を促進するということでございまして、そのためにも地方公共団体とハローワークとが協定を締結し、相互連携のもと、就労支援に積極的に取り組んでまいるということでございます。
　次が（２）のオでございます。パーソナル・サポート・モデルプロジェクトの実施ということでございます。

　今年度途中から神奈川では、横浜市がＮＰＯに委託いたしまして、パーソナル・サポーターを配置して、生活面から就労までの幅広い問題を抱える支援対象者に対しまして、その相談を実施しておるところでございますが、ハローワークと連携したきめ細かな職業相談、職業紹介を実施していくということでございます。

　次、キの部分でございますが、メンタルヘルス相談機能、多重債務相談機能等の強化ということでございます。
　非正規労働者への就職支援のみならず、臨床心理士によります巡回相談に加えまして、多重債務相談にも対応できる支援体制ということでつくっていくということでございます。

　次はコでございます。ハローワークにおける年金相談のための支援でございます。

　雇用保険と年金等に関する相談にワンストップで対応するため、横浜と川崎のハローワーク２か所でございますが、そこに設置しております雇用保険・年金等相談コーナーにつきまして、年金事務所と連携した取組みを行っていくということでございます。

　次、（３）でございます。若年者雇用対策の推進ということで、新卒者・既卒者の就職支援といたしまして、（ア）のところでございますが、学卒ジョブサポートーの活用等ということで記載させていただいているところでございます。
　学卒ジョブ・サポーターを全所に配置いたしまして、新卒者・既卒者に対しきめ細かな支援を行うとともに、高校・大学等と一体となった就職支援や中小企業とのマッチングを進めてまいります。また、在学中の早期から働く意義や職業生活の講習をはじめとした積極的な情報発信等の実施等、新卒者の求人確保に向けて取り組んでいくということでございます。
　（イ）でございますが、新卒者就職応援本部・新卒応援ハローワークの活用等でございます。

　卒業後３年以内の既卒者の就職促進のため、雇用対策法に基づく青少年雇用機会確保指針の周知に引き続き努めてまいります。また、卒業後３年以内の既卒者を採用する事業主に奨励金を支給する「新卒者就職実現プロジェクト」の活用を図るとともに、県内２か所、横浜と川崎でございますが、ここに設置いたしました新卒応援ハローワークの一層の周知・活用の促進を図ってまいります。

　さらに、神奈川新卒者就職応援本部の活用を図り、地域の関係機関等の連携によります新卒者・既卒者の就職支援を実施していくこととしております。

　少し飛びますが、７ページの（６）のところでございます。障害者雇用対策の推進につきまして、（イ）のところで、地域の関係機関との連携による「チーム支援」を推進してまいります。
　ハローワークが中心となり、地域の福祉施設、特別支援学校等の関係機関と連携し支援を行う「チーム支援」につきましては、地方自治体、医療機関なども含めた地域の関係機関との連携によりまして、就職から職場定着までの継続的な支援を実施するということで、福祉教育から一般雇用への移行を促進するということでございます。

　次は、少し飛びますが、９ページの（13）でございます。雇用促進税制の創設でございます。

　雇用を基軸とする経済成長を推進するためには、雇用創出を図っていくことが重要です。このために、雇用を増加させる企業に対しまして、法人税の税額控除などを行う雇用促進税制が創設されたところでございます。

　この内容は、「雇用促進計画」を作成し、事業年度内に雇用保険一般被保険者数を前事業年度と比べまして10％以上増加させるなど一定の要件を満たした企業に対しまして、雇用増加人数１人当たり20万円の法人税の税額控除を行うものでございます。

　制度の周知につきましては、県とも連携しながら推進することとしております。

　次に、目次で言いますと９ページの中段でございますが、「４　雇用均等行政の重点施策」でございます。

　（１）の雇用の分野におけます男女の均等な機会及び待遇の確保対策の促進では、均等取扱いのための指導や紛争解決の援助、職場におけるセクシュアルハラスメント対策、母性健康管理対策の推進ということに取り組んでまいります。
　また、管理職割合等に見られる男女間格差の是正に向けまして、女性の能力発揮のためのポジティブアクションについても推進してまいります。

　（２）職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進といたしまして、引き続き、改正育児・介護休業法についての周知を行っていくということとともに、法に沿った育児・介護休業制度が導入されていない企業に対しての指導や、紛争解決の援助に取り組んでまいります。

　また、先ほど局長からも話がありましたけれども、平成23年４月から、従業員101人以上の企業にも、次世代育成支援のための一般事業主行動計画の策定・届出等を行うことが義務付けられるということでございます。来年度は未届出事業に対します指導を徹底していくこととしております。

　（３）のところでございますが、パートタイム労働者の動き・貢献に見合った公正な待遇等確保対策の推進につきましては、パートタイム労働法に基づきます適切な指導、紛争解決援助等に取り組んでいくということとしております。

　次は大きな５ということで「労働保険の適用徴収業務等の重点施策」でございます。

　労働保険制度の運営につきましては、公平な費用負担に尽きるものでございます。未手続事業一掃対策をはじめといたしまして、適正な適用、それと、それに基づきます保険料の徴収を的確に行っていくということでございます。
　なお、エのところに書いてございますが、労働保険料の口座振替制度の対象というものが、23年度第３期分、24年の１月末納期分ということになりますが、からは延納申請事業主へ、また、平成24年度からすべての事業主へと拡大されるという形になってございます。
　次の６、最後でございますが、「個別労働紛争解決支援制度の積極的な運用」でございます。
　労働問題に関する相談件数は、21年度が５万4,000件を超えております。今年度上期につきましても、ほぼ前年と同じような状況で、高止まりしているという状況でございます。こういった観点から、個別労働紛争、助言・指導、そしてあっせんについて適切に対応してまいりたいということでございます。

　以上、非常に簡単な説明ではございますが、行政運営方針について説明させていただきました。
○柴田会長
　ありがとうございました。

　なお、皆様方の質問、意見等は、最後に、すべての部局の説明をいただきました後で一括してお願いしたいと思いますので、よろしくお願いします。

　それでは、引き続きまして、３番目の23年度神奈川雇用施策等実施方針（案）につきまして、松瀬職業安定部長、よろしくお願いいたします。

○松瀬職業安定部長
　職業安定部長の松瀬でございます。よろしくお願いします。恐縮です。失礼して座って説明させてもらいます。
　事務局の９というインデックスが付いている資料でございます。１枚お開きください。１ページ目、２ページ目に目次がございます。大きく３つに分かれておりまして、第１はその情勢、第２は課題、そして第３に、局と県が取り組むべき事項というふうに書いてありまして、１、２は飛ばしまして、３について御説明をしたいと思います。その資料は薄いので、目次ではなく、本文を見ていただければと思います。６ページをお開きください。

　６ページの中ほどから下のところ、第３というところから始まる文でございます。ここから簡単に、局長と総務部長が既に御説明されている部分がありますので、その部分は省略して、ポイントだけお話ししたいと思います。
　１の若年者等対策でございます。前回、この審議会が11月２日でございましたので、そこに書いてありますように、10月18日の新卒応援本部の第１回会合の経緯については御説明済みでございます。その後、新卒応援本部は、12月14日に第２回、そして先週の３月３日に第３回を実施いたしました。そしてまた、この間、本部の事業といたしまして、１月28日と２月18日に大規模な面接会を開催し、加えて各所単位で地域ごとの小規模な面接会を開催しております。

　また、先週３月３日の本部会合では、神奈川県経営者協会様から、高校生と企業の出会いの場を来年度から新たに設けてほしいという御提案がありまして、これも本部の事業に格上げして、本部として来年度に向けて検討していくということを確認したところでございます。
　おめくりください。７ページ、８ページのところでございますけれども、ここは、ほとんど昨年と項目は同じでございます。振り返りという意味で御紹介いたします。

　まず、１の（２）の若年者の自立支援の強化ということでございますが、これは、昨年の３月８日に、だから年度の変わる直前でございますけれども、県のジョブカフェと我が方のハローワークが併設ということになりまして、以降、利用者が数十倍ということで推移してきております。それがそのまま昨年の秋口から「新卒応援ハローワーク」ということで看板を掛け替えまして取り組んでおるところでございます。
　２の雇用維持・創出対策でございます。雇用調整助成金については、後ほどの当部の業務説明のときにいたしますけれども、（１）、（２）のところでは、我が方の雇用維持確保対策に加えまして、県で中小企業活性化推進員という県単事業がございますけれども、この方々が日常、この方々の活動の中で接した求人情報、これをハローワークにお寄せいただく、また、国の雇用維持の施策を中小企業活性化推進員が活動する中で周知していただくといった、局と県の相互乗り合いのような取組みをやっておるものでございます。
　（３）は、具体的には８ページの一番上に書いてあります「かながわ求職者支援センター」、これは一昨年の５月11日から始まっておりますけれども、これも県と局の一体的運営施設で、就職困難者のための相談から職業紹介までを一体的に行う事業を取り組んでおるところでございます。

　３の（１）、（２）につきましては、それぞれの事業につきまして、県と局を含む関係機関が協議会を通じ連携しているということが書かれてございます。

　８ページの下のほうに書いてあります（３）でございますけれども、これは、先ほども一般事業主行動計画の話が出てまいりましたけれども、県の事業であります「かながわ子育て応援団」、そして国の認証事業であります「くるみんマーク」、これを県と局がそれぞれの事業の普及のために相互に周知し合いましょう、助け合って周知を進めていきましょうということを取り組んでおるものでございます。
　次、（４）でございますけれども、最初の２行に県の施設「シニア・ジョブスタイル・かながわ」というものが書いてあると思いますけれども、これは、県単施設であって、まだハローワークとの一体的運営が実現していないものでございます。今般、県側から是非ともハローワークとの併設をお願いしたいということで正式に要望がありまして、これを受けまして、雇用政策等実施方針の中で併設に向けて検討していきましょうということを、今、話として進めているところでございます。
　次、障害者施設でございます。これは、皆様御案内のとおり、神奈川県松沢知事の強いリーダーシップのもとで、障害者対策は、局も県も非常に力を入れて進めているところでございますけれども、（５）のアの項目の一番最後のところにありますが、県の推進連絡会が指標としておりました事業所所在地別集計方式、これは今年度廃止されてしまいました。それで、この連絡会の指標、メルクマールがなくなってしまったものですから、これは目標を失ってしまって、次回、改めて検討しましょうということになってございます。

　ちなみに、昨年６月１日現在で1.92％という雇用率を目指そうとしていたのですけれども、これが出せなかったというものでございます。その１年前は、目標1.8％に対して1.75％、0.05％ポイントのところまで何とか追いついてきたというところまできておりました。
　次のイの「チーム支援」でございます。これは総務部長の説明の中にありましたけれども、これは、今年度の運営方針から少し深堀りをしてみようということで、今、県と局で取り組んでおるところでございます。

　この「チーム支援」、特に県の仕事サポーターの方とハローワークの連携を一層強化して、よりよい活動ができないかということを、現在、県内２地域、西湘地区と横須賀地区でございますけれども、これをモデル地区としてやっておるところでございます。このモデル事業の検証結果を踏まえて、４月以降、新たな取組みを全県的に広めていこうと考えておるものでございます。
　同じように、10ページにいきまして、中ほどから下に書いてありますけれども、生活保護受給者等のチーム支援につきましても、これも今、モデル地区、相模原と港北所管内でございますけれども、ここでモデル的取組みを行っておりまして、ここから生まれた好事例を来年度は全県に普及しようということで、今、準備を進めておるところでございます。
　10ページの下のところの項目、職業能力開発事業の推進と書いてありますが、３行目から４行目にかけて、「また、」以下とあります。来年度というか、この４月から、離職者等委託訓練、公共訓練のうちの委託訓練は、これまで雇用能力開発機構神奈川センターと県、双方でやっておったのですけれども、機構からの委託がなくなりまして、すべて県に一本化されます。県の委託訓練が非常に多くなるということでございます。
　また、この能力開発の項は、今年度は技能五輪がありましたけれども、これは単年度の事業でございますので、23年度の記載にはなくなっているところでございます。

　11ページをお開きください。６の「労働者の心身の健康確保」と７番の「ワーク・ライフ・バランス」につきましては、そこに掲げております会議を通じて、県、局及び関係機関が連携しましょうということが書いてございます。
　８の（１）、（２）、派遣関係と外国人労働関係ですけれども、これは、県と局共催のセミナーを23年度も引き続き開催していきましょうということを記載してございます。

　私からは以上でございます。

○柴田会長
　ありがとうございました。

　それでは、次は、議題の４、部会からの報告ということでございますので、各部会の報告につきまして、事務局の方、よろしくお願いいたします。

○岩下室長
　御報告申し上げます。

　労働災害防止部会と家内労働部会につきましては、審議事項がなかったということで、開催がございませんでした。

　港湾部会につきましては、部会事務局から御説明を申し上げます。

○青木職業対策課長
　港湾労働部会について、私ども職業対策課から御報告させていただきます。

　港湾労働部会は、運営規程第２条によりまして、港湾労働に関する重要な事項を調査審議することになってございます。今年度は、平成23年３月４日に15名の委員に御出席をいただきまして開催をしたところでございます。

　主要な議題としましては、港湾労働に関わる横浜港、川崎港の現状についてでございます。

　次に、議事の内容について御説明をさせていただきます。

　議事の内容につきましては、特段の議決事項はございませんでしたが、港湾を取り巻く現状等について、行政等から取扱い状況を説明させていただきました。

　説明事項につきましては、港湾労働における横浜港、川崎港の状況につきましては、職業対策課及び横浜港湾労働者雇用安定センターから、取扱い状況についてそれぞれ説明があったところでございます。
　質疑につきましては、提出資料の内容確認について補足説明のほか、特に質疑はございませんでしたが、委員の中から、現下の若年者の就職情勢の中で、港湾業界発展のためにも受入れ等についても官民連携して取り組むことを検討していただきたいと御要望がございました。

　なお、議事録の署名につきましては、小林部会長と、労働者側委員は柏木委員、使用者側委員は原田委員に依頼しているところでございます。

　以上が港湾労働部会の報告でございます。

○柴田会長　
ありがとうございました。

　１つの港湾労働部会だけが開催され、御報告をいただいたということでございます。

　それでは、次の議題でございます。議題５の各部・室からの報告ということでございますので、それぞれの部長、室長さん、よろしく御報告お願いいたします。

○小林労働基準部長
労働基準部長の小林でございます。掛けて説明させていただきます。

　お手元の資料番号、基準１から順に、提出した内容について若干説明させていただくということで報告させていただきたいと思います。

　まず、基準１の監督指導等実施状況。平成21年度と平成22年度は第３四半期までの数字ということで、若干少のうございますけれども、全体的にこれが第４四半期を経ることによって、平成21年度並みに定期監督、あるいは災害時監督等の項目が同じくらい、あるいはプラスアルファというふうな形に出るような状況になって、監督指導の状況は、昨年並みプラスアルファぐらいかなというふうに思っています。
　次に、基準２につきましては、監督指導において、賃金不払残業、要するに割増賃金が正しく払われていないという状況の中で、特に１件当たり100万円以上の支払がなされた事案をとりまとめたものを昨年10月に記者発表したものです。

　一番下の方に平成15年度以降の推移を折れ線グラフで記しておりますけれども、対象とした100万以上の指摘をした企業数30、そして、対象労働者数2,199名、そしてその割増賃金総額１億4,282万というふうなそれぞれの３つの数字は、過去15年以降の最低の数字という状況になっております。もちろん100万円以上の数字ですので、100万円以下の違反指摘している事案はほかにもありますけれども、一応大規模だということで、次のページの表２のほうには、遡及是正させた主な事案という形で代表的なものを３件記しております。足切りをしているものとか、そもそも残業したにもかかわらず残業が計上されていないようなシステムにしているというふうな部分の点について、違反指摘し、改善を求めているところでございます。

　その後ろに、先ほど総務部長の方から説明のありました監督署の窓口における申告処理状況の推移という形で棒グラフ、横表になっておりますけれども、平成22年は21年に比べて若干プラスしているという状況にございます。

　基準３の資料、これは現下の厳しい経済情勢下での労務管理のポイントということで、開いていただいて、左上の方のⅠに解雇・雇止めという部分があります。これは、労働基準監督官が監督指導等で事業所に出向いた際には、監督時、当該事業所に有期労働契約の締結をしている労働者はおられますか、つまり、６か月あるいは１年というふうに期間を定めた雇用をされている方がおられれば、ここに掲げている１行目にありますところの有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準というものの指導をして、これに基づく雇止め等、問題ならないような形で注意してくださいという形で、このパンフレット等も使用する中で説明をさせていただいているという部分でございます。
　ちょっと飛びますけれども、次に、基準－４は労働災害の発生状況ということで、平成22年の死亡災害について、２月22日現在の前年あるいは前々年との比較というところで、昨年、平成22年は合計の一番下の欄を見ていただきたいのですけれども、51名の方が亡くなられている。前年同期48とありますけれども、右の方に21年の死亡災害総件数のところ、21年は52とありますように、これから昨年の場合は確定するまでの期間に４名の方が亡くなっているのが増えているという部分があります。これは、労災保険で脳・心臓疾患等で労災請求があって、年度末までに決定したというところで若干タイムラグがございます。ですから、今のところ、昨年の52に比べて、わずかですけれども、１名少ない数字という状況でございます。
　その後、２ページは、死亡災害の事故の分析と、３枚目に、今年１月以降の死亡災害ということで、２月22日現在で６名の方が亡くなっているという状況でございます。

　そこからまた２枚めくっていただいて、今度は、死者も含めますけれども、休業４日以上の死傷者数というところでの数字でございます。これは、23年１月末現在での数字で、まだ未確定ではございますけれども、右下隅のところに6,253、網かけていないところで6,253とありますけれども、それが前年同期に比べて340件、約5.8％の増という形で、休業災害については若干増加しているという状況でございます。
　資料５は、神奈川県の最低賃金の関係でございます。昨年、818円という最低賃金が決定しておりますけれども、総務部長の説明でありましたけれども、いまだ神奈川県におきましては、18円の生活保護水準との乖離が残っております。平成23年度における最低賃金改正というのは、その解消を念頭に置いた審議をしていただくことになるのかな。
　ちなみに、当神奈川のように、まだ乖離が解消されていない局というのが、ほかに北海道、東京、宮城、広島というふうに４か所残っている状況にございます。

　６番目の資料につきましては、これはタクシー運転手の最低賃金、タクシーの場合は労働時間が長いということと、売上に応じた賃金体系ということもございまして、今、県最賃が818円という額になりますと、これで172時間月間走りますと、14万円強の単価になるのですけれども、それ以下の月給を定めているような場合は最低賃に触れる可能性があるということで、これについてはタクシー協会等を含めて周知・広報、指導しているところでございます。

　基準－７は家内労働の現状ということで、先ほど企画の方から報告がありましたように、家内労働の賃金改定等につきましては、平成22年度は行っておりません。

　基準－８につきましては、これは労災補償給付の関係で、日ごろマスコミに取り上げられることが大きい脳・心臓疾患、いわゆる過労死と言われている事案の労災補償状況並びに精神障害等に関わる労災補償状況でございます。脳・心臓疾患については、平成21年度、72件の請求がございました。これについて、22年は１月末現在の数字ですけれども、その約６割強の46件という状況で、昨年に比べて請求件数は少のうございます。一方の精神障害につきましては、昨年、21年度は94件の請求件数がございましたが、１月末現在での22年度の請求件数は73件というふうな状況で、今年も昨年並みもしかすると増えるかもしれないなという状況でございます。

　基準－９につきましては、石綿に係る特別遺族給付金制度の法の期間が来年の３月27日までというところで、このＰＲを、まだ１年間残っている中で、もしかすると亡くなった御家族の方にこのような方がいなかったのかということを啓発するとともに、23年度は、法務局の方とも連携しつつ、死亡災害の情報を把握して、石綿死亡災害、中皮腫で亡くなったというふうな方に、石綿に係る職場環境で働かれた方ではないのかということを遺族にも知らしめて、本来得られるべき特別遺族給付金が失効されないような形で取り組んでまいりたいなと考えております。
　以上、簡単ではございますけれども、基準系の方で提出させていただいた資料、運営方針に絡めて若干説明させていただきました。

　以上でございます。

○柴田会長　
ありがとうございました。

　それでは、次は、職業安定部長おねがいします。
○松瀬職業安定部長
　それでは、赤いインデックスの安定－１という資料をごらんください。横置きの資料でございます。

　おめくりいただきますと、雇用対策の実施状況についてということで、この審議会では毎回お出ししているものでございます。前回の審議会が11月２日でございましたので、それ以降の動きについて、ポイントだけ御紹介したいと思います。

　まず、１ページ目の１雇用維持の（１）企業の努力の支援ということでございまして、雇用調整助成金の要件緩和でございます。そこの説明書きの２行目に「３年前の」云々とありますけれども、もともと雇用調整助成金は、１年前から比べてこれだけ業績が悪かったら、要件になりますよということでしたけれども、21年の12月14日には、まだまだその状況が厳しいということで、２年前と比べてまだ悪ければ、支給対象としましょうというふうな見直しを、要件緩和を１年以上前に行ったんですけれども、今回はさらに、３年前に比べて15％以上まだ減っている場合には、まだ支給の対象としましょうということでございます。現在は、雇用調整助成金も中小企業緊急雇用安定助成金も、３年前と比して生産量等が15％以上減少している場合、支給の対象としますよということにしていることでございます。いずれも昨年12月に要件の緩和を行ったというところがポイントでございます。
　おめくりください。２ページ目でございますけれども、２の（１）の求人確保、２つ目の○の一番右のところでございますけれども、これまでは労働局長と知事が連名で雇用要請をするということが慣例になっておりましたけれども、昨年の11月と12月には、横浜市長、川崎市長からも局長と連名で要請をしたいということがありまして、それぞれ実現しておりますので御紹介したいと思っております。

　２ページ目の一番下の○の福祉人材対策、先ほどの雇用施策等実施方針にもちょっと書いてあったのですけれども、前年に引き続き、昨年も11月に介護就職デイを実施いたしました。参加者は400名強、就職件数は69件ということでございました。

　おめくりください。４ページでございます。中ほどに住居・生活困窮者応援プロジェクトというのがあります。ちょうどこの１年前は、ワンストップサービスデイということで、年末に貧困困窮者のためにハローワークを解放いたしまして、ワンストップの応援をやったのですけれども、昨年は、11月、12月、２か月にかけまして、首都圏全部でキャンペーン的にワンストップサービスを実施いたしました。うち、当県の場合は、対策対象者1,604名に対して対応したという実績でございます。

　おめくりください。６ページ目でございますけれども、先ほど来、局長、総務部長の御発言の中にありましたけれども、新卒応援本部を立ち上げてございます。

　２つ目の○でございますけれども、当県の場合は、ハローワーク、横浜と川崎、２つに新卒応援ハローワークを設置して、個別支援等を行っているところでございます。

　あとの細かいところは、次の資料で御説明いたします。

　またおめくりください。右肩に判子で資料No.１と書いてあるものでございます。今から新卒対策について若干御説明いたします。

　そこに書いてある、まず、資料No.１に書いてある横置きの折れ線グラフは、新卒者の就職内定状況でございます。横の線が年度、縦軸が内定率、パーセントということでございます。一番下でうねうねと推移しておる折れ線が各年度の９月末現在の内定率で、その１つ上で推移しておる濃い折れ線が11月末現在の内定率です。現在、ここまで公表されておるところでございますけれども、昨年度22年度までは、カクンと下がってきたのですが、今年度、要するに、この３月卒業の高校生につきましては、一番右端のところを見てもらうと、折れ線がキュッと上がっております。つまり、内定率は昨年度よりはよくなっている。高校生は昨年度よりはよくなっているということでございます。
　特に11月末現在を見ますと、最低は平成15年でございました。この時期、60.3％というのが過去最低だったのですけれども、今年度については70.6％まできておって、高校生については過去最悪という水準ではないということでございます。
　ちなみに、３月末現在の内定率が一番上の折れ線でございますけれども、過去最低が平成14年の89.7％でございました。昨年度が93.9％ですから、これまでの折れ線の推移が続けば、またここからカクンと上がってくるのではなかろうかと思われます。昨年度の93.9よりは上になるように頑張ろうということで、今、頑張っておるところでございます。

　資料No.２でございますけれども、通しで言うと９ページでございますが、これは新規高卒者の求人・求職の推移でございます。
　折れ線が求人倍率でして、棒グラフは左のほうが求人、右のほうが求職者数ということでございます。求職者数もなだらかに減ってきておるのがよく目を凝らすとわかると思いますけれども、求人は、かつての平成の最初のころから比べると非常に下がってきておる。20、21、少し盛り上がっておりますけれども、また直近では非常に下がっておるということでございます。倍率にしますと、求職者数も減っておりますので、もうちょっとなだらかになりますけれども、ごらんのとおり、高卒求人につきましては、かつてのような数が出るような時代ではなくなっておるということをお感じになっていただけるかと思います。
　おめくりください。10ページが資料３でございまして、これは大卒でございます。昨今、非常にマスコミ等で話題になっておりまして、折れ線グラフの見方は高卒と大体同じでございます。横軸が年度、縦軸が内定率でございまして、一番下の折れ線が10月１日現在、その次が12月１日現在でございまして、点線の楕円で囲っておりますけれども、この68.8％。この時期に68.8％という内定率は、調査開始以来最低でございます。
　また、22年度から23年度にかけて高校生は何とか頑張って上げてきたのですけれども、大学生は下がってしまっている。これまた危機感を強める根拠になっているところでございます。このまま推移すれば、91.8からまた下がるのではないだろうかということで、これを何とか阻止しようということで頑張っておりまして、今、政府、目標といたしましては、右の方を見ていただきますと、平成12年度に４月１日現在91.1というのがあると思いますが、これは４月１日時点での過去最低なんですね。何とか４月１日には91.1％を上回るように頑張ろうということで、政府全体で取り組んでいるところでございます。

　次、縦置きものが出てきますけれども、資料４でございます。これも既に御説明しておりますけれども、既卒３年以内の方々の就職を促進しようということで奨励金をつくっております。既に御説明いたしましたとおり、上２つは既に御説明したとおり、一発で採用したら100万円、あるいはトライアルを挟んで３か月掛ける10万ブラス50万の80万というものがありましたけれども、その後、一番下に既卒者育成支援奨励金というのもできました。これは、トライアル期間が６か月に伸びまして、さらに座学をやらなくてはいけないという要件があって、この要件を整えるのは非常に難しいのですけれども、当県でもまだ求人は12件しか出ていない。要するに出すこと自体が難しい求人なのですけれども、これをやりますと125万までの支給が可能になる。こういう奨励金３つを立てましてやっている。

　そしてさらに、これは本来、既卒３年以内の者を対象にしておるのですけれども、今年度、この春卒業の者に対しましては、対象にしましょうということです。今現在、２月１日以降ですけれども、この時点で未内定の者、そこからこれらの奨励金が対象になる未就職者がいたら、奨励金の対象にしましょうということで、現在取り組んでいるところでございます。

　次の12ページ、13ページは、先月ですけれども、文部科学、厚生労働及び経済産業の３大臣が主要経済団体にあてまして、このような学卒の採用、雇用拡大等々についての要請を行っているということでございまして、これも全国の労働局が主要企業に直に持ち込みまして、雇用要請を行っているところでございます。

　おめくりください。また横置きの表になります。先ほど来、局長や総務部長の説明の中にもありましたけれども、来年度、新規施策についての御紹介でございます。

　まず、14ページが雇用促進税制の創設でございます。先ほど口頭で御説明をさせていただきましたけれども、これを絵解きしたものでございまして、どういうものかといいますと、簡単に言いますと、雇用を増加させたら、その分を法人税額の控除対象とするというものでございまして、そこに書いてありますように、10％以上かつ５人以上、中小企業の場合は２人以上ですけれども、雇用を増加させた場合には、１人当たり20万円の税額控除がありますよということでございます。
　では、具体的にどうやるのかといいますと、点線の四角の中の②の要件確認というところがありますが、まず、会社さんは、雇用促進計画、これをハローワークに出していただきます。事業年度終了後、ハローワークは、雇用増加を計画に従って確認するということでございます。ハローワークでの確認が済んだら、次は税務署に行って、税務署で要件の確認をするということになっているものでございます。

　続きまして、15ページでございますが、ハローワークにおける年金相談です。これも総務部長の説明にございましたけれども、この４月から、ハローワークにおきまして、毎日ではありませんけれども、雇用保険と年金との併給調整や、国民健康保険の減免措置についての相談を受け付ける相談コーナーを設置いたします。

　当県における場所は、横浜所と川崎所でございまして、本省のポンチ絵には週１回か２回と書いてありますけれども、当県では２回になるか３回になるかわかりませんけれども、毎日ではありませんけれども、なるべく実施頻度を増やして実施したいと考えておるところでございます。これは年金事務所や市役所等からいろいろな応援をいただきながら実施するものでございます。

　おめくりください。16ページでございます。先ほど、昨年の11月、12月に、貧困困窮者のためのキャンペーンをやったと申し上げました。その１年前はワンストップサービスデイを実施したというふうに御説明いたしました。23年度から、今度は事業予算といたしまして、相談会をやろうということでございます。簡単に言えば、ミニワンストップサービスデイでございます。希望者はハローワークに来ますと、そこにあります第２のセーフティネット等の総合相談をやります。既に委嘱しておりますけれども、ハローワークの住居・生活支援アドバイザーが１次的な相談を受け付けまして、その日、相談会にお越しになっている臨床心理士さんや弁護士さん等々に引き継ぎをやる。あるいは、その福祉関連施策へ誘導するというスキームでございます。

　17ページをごらんください。今度新たに法制化されようとしている求職者支援制度でございます。局長の説明にもありましたように、現在、雇用保険を受給できない方々への職業訓練というのは、基金、要するに、一般会計で創設した基金でやっておるのですけれども、これを恒久制度化しようというものでございます。簡単に言ってしまえば、従来公共訓練は、雇用保険受給者対象だったのですが、受給できない人のための訓練を創設しようという枠組みでございます。
　そして、中ほどの一番大きな四角囲みのところにありますけれども、訓練に加えて、給付もしましょうということです。１月当たり10万円、さらに必要な融資もしましょうということでございます。もちろん誰彼と問わずに給付するというわけではなくて、当然収入がないということとか、資産が少ないことということが要件でございまして、これは、現行の基金訓練とほぼ同じスキームでございます。

　一番下の財源のところに書いてありますけれども、雇用保険財政において賄うという位置付けになっております。

　18ページをお開きください。次のページでございます。雇用保険法の改正法案でございます。21、22、23と３年連続で改正するというものでございます。

　一番上のところは、局長からの説明がありました失業給付等の充実でございまして、（１）のところに書いてあります、賃金日額の下限を引き上げましょうということになります。したがいまして、基本手当日額も1,600円から1,856円まで引き上がるというものでございます。

　その次に（２）安定した再就職へのインセンティブ強化と書いてありますが、要は、全部給付をもらい切らずに途中で早めに就職した人には、再就職手当をより厚めにあげましょうということでございます。現在、暫定措置で金額を上げているのですけれども、それを引き上げつつ恒久化するというものでございます。そこに書いてあるように、３分の１以上残すと50％、３分の２以上残すと60％というものでございます。

　ちなみに、これは法律が通れば、１．につきましては、本年８月１日施行であり、次の２．の保険料率の改定でございますけれども、これは本則を0.2％引き上げようということです。これは来年４月１日施行ということでございます。

　現在、弾力条項を用いて、その下限が1.2％となっているのですけれども、これは、保険料率を0.2％引き下げた上で弾力条項を用いれば、今度は1.2からさらに0.2％まで下がるわけですから、下限は１％となるということでございます。
　以上でございます。

○柴田会長
　ありがとうございました。

　それでは最後に、大西雇用均等室長、お願いします。

○大西雇用均等室長
　それでは、平成22年度雇用均等行政運営状況につきまして御報告申し上げます。資料は均等－１をごらんください。

　平成22年度の雇用均等行政の運営状況の特徴的な傾向を申し上げますと、育児・介護休業関係が、相談件数、紛争解決援助件数ともに非常に増えております。資料１ですと、２つ目の表でございます。21年度からの動きを見ましても、ほとんど倍増という感じになっております。これは22年６月に、改正育児・介護休業法が施行され、その影響もありますが、どちらかというと、全般的に育児休業が定着してきた結果でもあるのかなと思います。多くの方が育児休業を取得するようになりますと、それに伴うあつれきなども必然的に増えてくるということかと思います。

　有期契約の方からの相談が増えておりまして、内容的には、有期契約の方は期間雇用者という名称で呼ぶのですけれども、そもそも育児休業法ではそういう方たちが育児休業できるのかというものもありますし、育児休業期間中に契約期間が終了した際の取扱いなどについての相談というのもございます。
　正社員については、育児休業そのものが取れるということについては、ほぼ定着した感がありますが、復職後の配置ですとか、処遇を守る相談というのが非常に多いということになっています。
　順序が前後しますが、均等関係の相談件数について、一番最初の上の方の表ですけれども、これはほぼ平準化しております。内容は、妊娠や出産に係る不利益取扱い、セクシュアルハラスメントに関わる案件が多く、多少の波はありますけれども、その傾向はほぼ変わっていません。

　妊娠不利益取扱いの事案で目立つのは、これも有期契約の労働者の方なのですけれども、妊娠すると次の契約を結ばないというような内容のものですね。正社員ですと、妊娠による体調不良などが理由で就労ができなくなると。その不就労の取扱いをめぐるトラブルといった案件が多いのですけれども、有期契約の方ですと、就労自体は問題なくできるのだけれども、それでも次の契約を結んでもらえる、もらえないというところでのトラブルといったケースが多々ございます。

　それから、パートタイム労働法に関しましては、相談件数は若干少なくなっておりますが、均衡待遇、正社員化推進のため、各事業所を訪問しておりまして、正社員化措置制度の導入などの指導を力を入れております。それが制度是正指導という形で件数に上がっております。

　次世代法関係は一番下の表にあります。２枠目の101～300人企業のところですね。これが４月から義務付けになるわけですけれども、１月末で522企業の届出を受理しておりまして、届出率は30.5％になります。
　次世代法につきましては、均等資料２の方に、昨年からの状況を全国と比較した届出状況としてお届けしております。

　３月までに、４月から義務付けられますので、できるだけ多くの企業から届出がなされるよう、昨年11月ごろから集中的な働きかけをしておりまして、文書の送付や企業への電話作戦、企業訪問などの取組みを行って、行動計画の早期策定、届出の要請をしてまいっております。

　この結果、先回、審議会で御報告した際には、９月末の届出率8.7％で、これが全国平均より低かったのですけれども、12月末に全国平均を上回ることになりまして、１月末で30.5、３割ということになっています。

　今回、この資料は１月末でまとめておりますが、この後、２月、３月と均等室の方には行動計画策定届が大分届いておりますので、気持ちとしては、できるだけ多く、なるべく100％に近づけていきたいという思いはありますけれども、個別に各企業のお話を伺いますと、やはり１社１社それぞれ事情がありますので、なかなか簡単にすっと出てくるものではないということはあるかと思います。しかし、労働局長も対象企業への訪問をするなど、さまざまな取組みの中で、企業の皆さんの認識というのは以前より格段に深まっておりますので、今後もさらに進めてまいりたいと思っております。

　なお、均等の資料の３は、次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業一覧ですね。くるみんマーク取得企業の一覧です。

　均等資料の４は、101～300人までの事業所の行動計画策定のための資料。
　５は、認定取得企業のための資料になっています。

　さらに、６は、父親のワーク・ライフ・バランスということで、男性の仕事と子育ての両立、いわゆるイクメンのための資料ということになっていますので、これらも御参考にしていただければ幸いです。

　雇用均等室からは以上です。

○柴田会長　
ありがとうございました。かなりの膨大な資料を説明いただきました。
　それでは、ただいまの行政運営方針、あるいは施策等実施方針、あるいは部会からの説明等々、これに基づきまして、どこからでも結構でございますので、それぞれの立場で御質問、あるいは御意見を、早速頂戴したいと思います。どうぞ御自由に御発言ください。どうぞ。
○阿部委員　
阿部でございます。

　１点質問がございまして、経営者協会の方でも高校生と企業の出会いの場を進めていくということなのですが、具体的に突っ込んだ内容はまだ余りないという認識でございます。ここに、なぜ就職が決まらないのかという、いわゆるアンマッチですね。企業側の要求、学生側の期待、これにはどんなのがあるかということは、今、御承知されていますか。そういった個別要因がわからないと打ち手がなかなか出てこないということがあろうかと思いますので、お聞きしております。

○松瀬職業安定部長
　経営者協会さんから御提案があったのは、中小だけじゃなくて、これはそこそこの大手企業からの御提案だったのですけれども、企業は戦略的に全国に求人は公開しているものの、できれば地元高校から採用したい、地元の子を採用したい。これは地元とのつながりという観点。要するに、企業の応援団を地元につくっていくという観点からも、地元の人材を採りたいという戦略があるらしいのですね。しかしながら、肝心の地元からなかなか応募が来ないのだということでございます。これはやはり６月に求人を出して、９月に面接が始まるその途中で、もうちょっと企業のことを地元の学生に知ってもらう必要があるのではないかという問題意識から提案されたものでございます。

　特に、事務系はいいらしいのですけれども、技術系でなかなか地元の子が来ないというのが複数の企業さんから問題提起されておるということでございまして、アンマッチの理由といたしましては、県内の工業高校の戦略といたしまして、企業の求めに応じられるほど大量に応募をさせないと。工業高校というのは、高校の戦略として、この子はこの会社、この子はこの会社というふうにしてある程度決めてやるのですね。そういう戦略と合わないということもありました。
　また、単純に会社のことを、地元、工業高校だけに絞っておった点も反省としてあったそうでございます。今度はできれば、高校での技術系採用ですから、やる気さえあれば普通科の方でもいいわけですね。そういったところへの周知がぬるかったということでして、そういったところにも働きかけをしたいということです。ですから、そういった出会いの場をつくってほしいということでございました。

○柴田会長
　よろしいですか。

○阿部委員
　はい。

○柴田会長
　ほかにございますか。どうぞ。

○柏木委員
連合会の柏木でございます。

　まず、行政運営方針にかかわってお尋ねを２つほど。

　先ほど目次の20、労働者の安全と健康確保対策推進という観点で、15％の減少というお話があったように聞いていますが、その辺を詳しくお話しいただきたいというのが１つと、それから、本論のＰ25にありますパーソナル・サポート・モデルと労働局の関わりというのは、たしかモデル事業そのものは、新規に動かしているんじゃなくて、今、既存で動いているんだと思いますので、聞くところによると、かなり引きこもりを含めて厳しい環境の方がクライアントに多いということの中で、これと就労というのが現段階でどのようにリンクしているのかというのを教えていただければありがたいと思います。
　それから、意見も取り混ぜてでいいですか。

○柴田会長
　先に質問だけいきましょうか。では、今、２つ質問されましたけれども。

○松瀬職業安定部長
　先にパーソナル・サポートのことでございますけれども、これは、県に創設しております基金事業で、緊急基金事業を流用するということでございまして、神奈川の場合は昨年の12月24日に店開きしております。当局とパーソナル・サポートをやっているＮＰＯとの関わりは、まず、このＮＰＯは横浜西口のＳＴビルに入っておりまして、ハローワークの附属施設も入っておるところでございます。要するに、そことＮＰＯがお世話をして、当然就職なんてとてもとてもという段階ですから、お世話をして、就職の意欲が芽生えたなというところになりますと、ＳＴビルのハローワーク窓口に案内するという仕組みにしております。
　そして、これは特区申請を横浜市から受け付けておりまして、ハローワークが通常はハローワークインターネットサービスでは非公開にしておる求人、これについてもこのＮＰＯ法人には提供するという枠組みにしております。これは特区でそういった特別な対応をしておるということでございます。
　一応、こういった窓口を両方で開きまして、定期会合もやっておるのですけれども、このパーソナル・サポートの対象者から、最初はもっと来るだろうと思っていたのですけれども、まだハローワークの就職にはほとんど来ていないという状況だそうです。

○小林労働基準部長
　15％の関係は、第11次労働災害の目標とする指標の一つです。平成19年を基準年にしているのですけれども、そこから休業４日以上の死傷者数を15％削減して、24年、25年には6,000人程度まで削減しようという目標としております。先ほどの死傷病災害の関係では、5.8％、22年は21年に比べて増加したと言いましたけれども、21年は、随分減少しているものですから。ただ、基準年である19年に比べると、今、6,600ぐらいにまで下がるのかなと。ただ、目標としているのは6,000人程度まではというふうに言っているので、これから23、24年度は600の数字が削減されるような取組みをしなければならないというところで労働災害防止対策を講じるというふうに考えております。
○柴田会長
　いいですか。

○柏木委員
　もうすこしくわしくお願いできますか。
○小林労働基準部長
　８ページをごらんいただけますでしょうか。８ページの真中に（３）として労働災害の防止対策、労働者の心身の健康確保対策とありまして、その下のアの労働災害の防止状況の２段落目のところに、平成20年度から24年度までを計画期間とする当局の第11次労働災害防止計画についての記述があります。その中の24年には①死亡者数を45人以下、②のところに死傷者数を6,000人以下、③有所見比率の50％未満という目標を掲げており、この②の部分が平成19年の数値を15％削減すると6,000というふうな数字になるということでございます。
○柴田会長
　じゃ、御意見、どうぞ。

○柏木委員
　先ほど、ふるさと雇用なり、シニア・ジョブスタイルなり、かなり県との連携みたいなものを強力に推し進めていただいて取り組まれているというふうに理解をさせていただきました。これからおそらく国の方針もこれあり、自治体との連携というのをより強化を今まで以上にしていただいて、重複した形というのはロスが多いと思いますから、その辺を極力取り組んでいただきたいという意見が１つです。

　それと、今年も13年連続自死、自殺がありました。どうも聞くところによりますと、精神疾患を伴っての仕事上のというのも増加しているという報道もあります。一方で、従前からパワーハラスメントについては、国の指針がまだ明確になっていないというお話もいただきました。しかし、人事院が指針か何かを最近出したようなお話も伺っていますので、局が違うからそれまでよと言われてしまえばそうかもしれませんが、啓発資料的な扱いでもしリリースできるものであれば、取り組んでいただきたいなと思うところでございます。これが２点目の意見です。
　それから、３点目。先ほど、最賃について、生活保護との乖離を目標にということで、方向性としては、私どもも、現下の経済状況は厳しいですけれども、まともに働いている人、働いている人が働かない人よりというのはいかがなものかと常々思っておりますので、是非その方向で、先ほどの御説明がございましたので、よろしくお願いできればというふうに思うところです。

　以上です。意見３点です。

○柴田会長
　ただいまのことで何かコメントございますか。よろしいですか。努力をいただくということにしましょうか。

　ほかに。どうぞ。

○髙木委員
　賃金不払残業の是正結果についてなのですけれども、こちらの方で指導により支払われた金額は約1.4億円というふう記載されております。いろいろな資料がありますが、不払残業というのは、労働者の方から相談をきっかけにというのがほとんどのような気がするんですけれども、調査をして、払う必要があるということで指導をして、その後、きちんと支払われているかどうかというのはちゃんと調査をしているのかどうかを知りたいということと、労働者の方からそういう相談がないと、ちゃんと払われているかどうかという調査はしていないのかどうかということをお尋ねしたいのですけれども。

　併せまして、私は労働審判員をしている関係で、この間、たまたま残業代の未払いではなくて賃金の未払いがあったらしいんですね。それで、労働基準監督署に行って和解をして、８万ずつ半年ぐらい払うというようなことだったのですけれども、結局１か月ちょっとしか払わずに、全然払われなかったので、本人が言うには労働基準監督署は頼りにならないということで、裁判しかないということで裁判所の方に来たんですけれども、そのあたりのいわゆる和解とか、いろいろ指導された後のフォローアップというのはどういうふうになっているのかなというのを質問したいと思います。
○小林労働基準部長

　１点目の、もし労働者の方から働いた分に見合った時間外手当が支払われていないというふうな申出が申告、あるいは情報としてあるようなものについては、具体的に小林なら小林というふうに名乗っていただいている場合には、その方に、こういうふうに指導しているんだけれども、払ったと会社側から監督署には連絡がありましたけれども、しっかりその不足分が入金されましたか、もらっていますかという確認方はできますので、それは行います。
　それと、そういうふうな労働者からの情報がない場合はどうなんだというふうになりますけれども、過労死だとかの防止という意味で、過重労働防止のための監督指導というのも入っております。その一つの目安としては、各事業所からの所定労働時間、１週間に40時間を超えるものは時間外労働になりますので、事前に時間外の協定届を監督署に出していただかなければならない。その中で、１か月に何時間まで残業できるのかとか、あるいは一定期間に何百時間まで残業できるのかというふうな要件を労使の間の協定で決めていますので、それが例えば１か月に30時間程度だとか50時間程度だったら問題はないのですが、１か月に100時間やる場合があるだとか、そういうふうに長時間の残業があるかもしれないと予定している協定が出された場合には、当該事業場に対して、本当にやっているのかも含めて監督指導に行く対象という形にしておりますので、そこは労働者からの申出がある、なしにかかわらず、事業場でどういうふうに時間管理されていますかと、そういうふうな質問をする中で、ところで、60時間を超える残業時間については、割増率がは今度は５割増になったんですけれども、ちゃんとお支払いになられていますか、どういうふうな計算で払っていますかということ、監督官が事業場の労務担当から確認します。その時点でここに問題になるような、そんな高い割増率じゃありませんとか、あるいは、最高30時間までで切っていますという話になったものがここに上がってくるような例で、１件100万円を超えるようなものも中にはございます。ですから、そういうふうにして、労働者からの申出がなくても、監督署が把握しているという事案はございます。
○髙木委員
そういった協定がない場合が多いのではないですか。
○小林労働基準部長

　なければ、ないことが違反なので、そこはちゃんとやってくださいねということと、タイムカードとかを使われているのであればどうやっていますか、労働時間の把握をどうされていますかというところから聞きます。タイムカードによれば、この方は朝の８時から夜の９時まで働いてずっといますけれども、これは当然８時間を超えていますよね。１か月で見てみると、全部で60時間になりますよと。その分だけの割増賃金、賃金台帳を見ると払われていませんよね。ＡさんもＢさんもＣさんもそうじゃないですかということで、働いているという事実を事業所さんが認められれば、残業手当を払わないのであれば労働基準法違反ですから、違反指摘させてもらいますよということで是正を求めます。その後、支払ったら、今は銀行振り込みが多いので、振り込みしたという記録を報告させてもらうなり、それでもって是正を確認するというやり方でやっています。
　３点目の労働調整委員をやっておられての話ということはありますけれども、監督署の窓口に、小林工務店で働いたんだけれども、30万未払いで、１回には払えないというふうに言っているのだけれども、という労働者からの申告を受けた場合には、事業場に対しては、すぐに全額払いなさいというふうに違反指摘をします。しかし、ちょっとそれは勘弁してくれ、もしできれば分割にしてくれというように使用者の方が言われて、申告されている方もそれを納得するのであれば分割ということもあります。例えば経営が立ち行かなくなって、それが最終的に履行されていないという例も多々ある話なので、そのときに、違反指摘しても、労働者の人もそれは分割でもいいからというふうにしてくれている部分もありますけれども、ただ、それはあくまでも行政指導のレベルで行っているので、民事訴訟で差し押さえするみたいな、そういう判決をとってやっているわけじゃございませんので、確実に取るという話になれば、民事訴訟という手続を講じなければならないということになります。

○髙木委員　
支払いについての最終確認というものをやっているのですか。
○小林労働基準部長

　ですから、分割になっているものについては、きちんと払ってもらっていますかという形で確認していますし、また、申告されている方から、先月まではもらっていたけれども、今月はまだもらっていない、もう一回督促してくれないだろうかとかというふうな連絡をいただくので、それでどうなっていますか、小林さん、という形で働きかけることはあります。よろしいでしょうか。

○柴田会長
　ほかに何かございますか。

○浅海委員
　神奈川大学の浅海です。

　先ほどから取組みについてうかがっていまして、ここ、昨年、一昨年と非常にさまざまなきめ細かい取組みをされて、皆さん大変お忙しかったのではないかなというふうに感じました。それで、就職支援について、先ほど柏木委員からもありましたけれども、自治体との連携ですとか、あるいは利用者にとってより便利な方法ですとか、そのあたりをかなり強調した取組みが多かったのかなと。また、全体の方向性として、非常に個別的な支援が必要となっていて、それだけパーソナルな手間のかかるといいますか、そういう取組みが増えていると思うのですけれども、これがどういう結果を生んでいるとか、効果が出ているとかいうことが数字で出てくると思えません。まだ無理だと思いますけれども、実際に運営されている現場として、新しいことに取り組まれてどうだったのか、所感というようなことで結構なのですが、おうかがいしたいなということが１つで、もしそれを今後続けていく、あるいはもっと形を変えていく、あるいはさらにいいものにしていくのであれば、どういう点がポイントになるのかというのが１つ大きなお尋ねしたい点です。

　もう一つは、今日、資料を拝見して、緊急求人開拓の資料を拝見しましたら、目標に対してすごい実績が上回っていてびっくりしたのですけれども、随分成果が上がったようなのですが、これは、何が勝因だったのかうかがえればなと思います。

　以上２点です。

○松瀬職業安定部長
　簡単な方からお答えさせていただきますと、２点目の求人開拓なのですけれども、我々もよくＰＤＣＡと言いまして、平成17年からＰＤＣＡで見直しましょうということでやっているのですけれども、求人開拓についての振り返りで言わせてもらえれば、これは目標が低かったのではないかと、もうちょっと我々はやれたんじゃないかと。来年、もうちょっと引き上げましょうということでやっております。

　１点目に戻りまして、自治体との連携とか利用者の利便性向上の効果なのですけれども、一番わかりやすいのは、先ほども触れましたけれども、ＳＴビル５階の県のジョブカフェと新卒応援ハローワークの併設でございます。これまでは、お互いの利用者、相互の利用者が激増いたしました。ハローワークの職業相談窓口で言えば、大体就職件数が20倍、30倍ぐらいですね。もとが少なかったということなのですけれども、県のジョブカフェも、ハローワークの相談機能がついたということで増えて、一時期はどうしましょうというような相談があったぐらいです。一度交通整理をしましょうとまじめに相談したぐらい増えております。これは、うまく県と局が力を合わせて利用者を増やしたという例かと思います。
　あとは、これと同じような効果をねらおうということで、シニア・ジョブスタイルもやっておるところでございます。

　あと、基金でやっております求職者支援センターの方は、これも県と一体型施設なのですけれども、もともと最初から設置しておりますので、前後の比較ができませんけれども、まあ、そうかなと。そんなに多いという感じではないですね。

　少なくともジョブカフェと新卒応援ハローワークの結果を踏まえて、今度はシニア・ジョブスタイルでもやってみましょうということでやるというのが、経験を踏まえた次年度以降への改善点ということでございます。

○柴田会長
　どうぞ。

○埜瀬委員
　制度そのものに係る問題ではないのですが、特に雇用対策ですね。先ほど冒頭に局長さんからもお話がありましたように、今、法改正されたり、事業仕分けによって、衣替えしたものが出てくるとか、いろいろな施策制度が出ているんですが、今の御説明の中で、個々のパンフレットについてはよく理解できますし、大変いろいろな施策を御検討いただいてありがたいと思っているのですが、これが実際に活用されなければ意味ないので、何か体系的に整理したものはないのでしょうか。私ども川崎を例にとりますと、３万6,000の事業所があって、そのうちの95％は中小企業ということで、彼らにいろいろこれの情報をするに当たって、個々にというよりも、全体的に体系的にできたパンフレットがもう既にあるのかもしれませんが、そういうものがあると大変ありがたいなと思っていまして、実は、今週金曜日、私どもの会頭と副会頭とで川崎のハローワークの所長さんとの意見交換会を１時間ほど予定させていただいております。例のジョブカードも含めて、どんどん川崎市内の中小企業を活発化していきたいなと思っているのですが、そういうものがあると大変ありがたいと思いますので、是非可能ならばよろしくお願いしたいと存じます。これはお願いでございます。
○柴田会長
　施策の一覧表みたいなものということですか。全体がわかるように、そういうことのようでございます。何か今ございますか。

○松瀬職業安定部長
　行政運営方針ぐらいしかないので。

○埜瀬委員
　要するに、この資料を全部見なさいでは困るということです。
○松瀬職業安定部長
　もちろん小分けに、助成金ならまとめたものとかあるんですけれども、多分御要望ぴったりのものはまだないと思います。何ができるか、どこまでできるかというのは、内部で検討したいと思います。

○柴田会長
　資料というのは、シンプルである方がより伝わりますので、その辺はよろしくお願いしたいと思います。

　時間も迫っていますが、もう一人どなたか、どうしてもというのはございますか。よろしいですか。

○阿部委員
　阿部でございます。

　やや文科省の方に問い合わせた方がいい内容かもしれませんが、最近、新聞で、企業人、社会人を対象にした、いわゆる子どもの扱いという点で、資格認定制度が新聞紙上に載っておりまして、これは、目的は、企業人等が学校に行って職業教育をする。そのときに、行政が非常にわかりやすいように、この方は学校で子どもの扱いを学んだ人だから優先的に使うといいよと、こういうことを今、学芸大とか奈良教育大等々で、等々というか、３校でしたけれども、始めているということがございます。こういった取組みは非常にいいなと思っています。いわゆる学校時代に、若い時代に就業観というのを持つ、自分の目標を持つということが非常に大事だと思っておるのですが、こういった取組みに対する認識が厚労省側にあるのかと。それから、こういったものを連携してやっていく方向があるのかというのをまず１点おうかがいしたい。

　あと、ちょっとまた違う種類になりますが、自分は神奈川県県西部に住んでおりますので、非常に林業の問題に関心があります。労働力の確保の対策ということが先ほど少し出てきたのですけれども、人員の規模というのはどのくらいを考えておられるのか。この２点です。

○松瀬職業安定部長
　新卒対策は、文科省、厚労省、経産省、３省でやっておりますので、３省それぞれの施策は、お互いが協力したり、連携したりということをやっております。
　文科省の施策、もちろん出てくれば、当方のジョブ・サポーターの事業とかぶってくると思いますので、当然連携があり得ると思っております。

　林業の方は、恐らく手元にないと思いますけれども、毎年１月ないし２月ごろに、松田とかあの辺りの方で、県の事業ですね。たしか訓練、育成塾か何かがありますけれども、その方々を中心に就職面接会をやっておるところでございます。林業の労働力確保対策は、当方も県と連携してやっております。

○柴田会長
　よろしいですか。

○阿部委員
　人員的な規模はどの程度でしょうか。

○松瀬職業安定部長
　規模はちょっとまだ把握していません。

○阿部委員
　わかりました。かなりボランティアの人が参加してやっている領域だと認識しておりますので、職業としても成り立ってくれればいいなと思っています。

○柴田会長
　それでは、まだいろいろ御質問、御意見等、おありかと思いますが、また個別に是非ともいろいろお話しいただけたらという気がいたします。

○及川局長
　いろいろ御意見をいただきましたので、是非今後の行政運営に生かしていきたいと思います。ありがとうございました。個別にたくさん有益な意見をいただきましたけれども、特に２つほど大事だと思いましたのは、特に労働局の行政、労働局だけでは完結しなくて、地域で広がりを持ってやっていかなければいけない分野が特に多くなってきていて、従来から雇用対策では、特に障害者対策とか、関係の支援団体を含めて広くやっている。そういったことが福祉と雇用連携といった分野でもそうですし、特に新卒者対策も、これはそれぞれの地域で、あるいは学校とも連携して、地域の経済団体とも連携して、自治体とも連携してという部分が増えていますので、ある意味、労働局の行政にとっては難易度が高くなっているんですけれども、御指摘がありましたように、県、地方公共団体との間で重複をできるだけなくしていくということも一方で指摘されていますので、そういった点、なかなか我々にとっては難易度が高い問題ではありますけれども、是非そこはしっかりやっていきたいと考えています。

　２つ目は、広報ということで御指摘がありましたけれども、これにつきましても、我々、ともすれば、それぞれ個別の対策ごとにいっぱい、いろいろなパンフレットがあって、個別にアプローチしたりということはそれぞれやっているのですけれども、なかなかそれだけでは制度も難しいし、頻繁に変わるのでわかりにくいということもありますので、広報という問題意識は、労働行政全体としても持っていまして、ホームページなんかは随分工夫してやっていますけれども、それだけではというので、１つは、厚生労働本省としてのメールマガジンという形で、時々のトピック、改正の重点といったものをやっていくということ、あるいは、これは学生向けに労働教育という観点から、そういった全般的にまとめたものが必要ということの中で、厚生労働本省の方でもそういったものをホームページからリンクして見られるように、学生さんが社会人になる前に基本的なことはカバーするようなことをやったりしている。そういった試みもやっていますけれども、さらに労働局としても、メールマガジンとか、いろいろな総合的な広報といったこと、できることを工夫したいと思っていますので、今日の御意見の中で重要な点についてはそういったものを含めてしっかりやっていきたいと思っています。

○柴田会長
　よろしくお願いいたします。

　求職者を送り出す側としましては、私の方としましては、これだけの施策が充実しているにもかかわらず求人数が増えないということが、むしろ本当に何とかしてほしい。ですから、局にというよりも、こちら側、経営者側の方々に是非ともこういった施策をうまく活用されて、どんどん広げていただけるように、そんなことも是非お願いしたいなと思います。

　それでは、本日、いろいろな御意見が出ましたけれども、よろしくこれを局の方でも受け止め、実行していただきたいと思います。

　最後ですけれども、議事録の署名です。労働者側を柏木委員、使用者側を埜瀬委員によろしくお願いしたいと思います。

　それでは、以上をもちまして、22年度の第２回目の神奈川地方労働審議会を終了させていただきますので、事務局にお返しいたします。

○岩下室長
　本日はどうもありがとうございました。会長をはじめ各委員の皆様には活発な御議論をいただき、感謝申し上げます。

　また、各委員の皆様からいただいた御意見を活かし、的確な行政運営に進めてまいりたいと思っております。

　なお、本日の資料につきましては、事務局の不手際から当日の配付となってしまいました。今日お配りした資料等で御意見がございましたら、行政運営方針又は雇用施策等実施方針につきましては、内容をもう一度ごらんいただきまして、御意見等ございましたら、事務局あて、今週末になりますが、３月11日ごろをめどに御連絡をいただければ幸いに思っております。

　本日はどうもありがとうございました。
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